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ソーシャルファームと就職困難者・生活困窮者支援の課題                                   

恩賜財団済生会理事長 

                            炭谷 茂 

 

１ 地域社会の抱える困難な課題 

全国各地を訪れると日本社会の底が割れていると実感する。 

   大学時代から 56 年間の経験から 

    「福祉国家」の建設への夢を持って 

      誰もが自分らしく生きられる社会 

     障害者、スラムなどでのボランティア活動   

   新型コロナでさらに切実に 

 

（１）進まぬ障害者の社会参加 

 低迷する障害者の就業率 

  特に精神障害、発達障害 

  障害者差別の存在 

 

イタリア、ドイツなどと大きな格差 

  平成 28 年 8 月、イタリア・トリエステ訪問 

   サンジョバニィ精神科病院のすべての入院患者が退院、一般市民

とともに働く。 

     日本と 30 年以上の差異を実感   

 

（２）刑務所出所者の累犯 

  高齢者、知的障害者の増大 

   社会の受け入れの壁 

 

  済生会の取り組み 

  平成 22 年度より「なでしこプラン」で刑務所出所者への支援 

     年間延べ 1 万 8 千人の健診、診療、医療相談 

     27年度から山口県済生会が山口刑務所の受刑者にホームヘルパー資

格取得研修 

     退所後済生会の福祉施設に就職も 

     

（３）児童虐待の増加、質的変化 
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     発生数の劇的増加 

     所得との相関関係 

虐待者に男性の増加、残虐性 

      欧米と類似化傾向 

 

（４）このほか高齢者孤独死、児童虐待、引きこもり、DV、被差別部落問題な

ど多数の問題 

 

（５）問題が質的に変化 

上記の問題は、以前から存在したが、質的に変化 

  一人の人間に問題が過重的複合的に覆い重なる。 

   例えば一人の障害者に障害の他に貧困、差別、孤立など 

 一人で解決が求められても、困難な時代 

 

２ 問題の背景として最近10～30年の日本社会の次の3つの構造的変化に着目

しなければ、問題の本質は解明できない。 

（１）社会的孤立と排除の進行 

 家族・親族、地域の相互の助け合い機能の衰退 

   

（２）貧困層の増大 

 障害者、高齢者、ひとり親家庭、ニート、非正規雇用者など多様な人 

    貧困の家庭の子どもが貧困を承継   

    格差の拡大という資本主義の弊害が表れる。 

      

（３）情報化社会の進展 

他人との濃密な関係を拒む社会 

   

（４）この変化は、世界共通に起こっている。グローバル化の進展で互いに影 

響している。 

  

３ ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）の登場 

（１）１９９０年代ヨーロッパを中心に日本と同様に社会的排除が進む。  

    障害者、若年失業者、貧困者、外国人、薬物依存症、ホームレスなど

に対する社会的排除の進行 

  

（２）この問題を解決するために「ソーシャルインクルージョン」の理念が登
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場 

   

（３）国家において最も重要な政治理念として各国で具体化が進む。 

    条約、法律の制定、組織の新設など 

   

     障害者権利条約 

２００６年 国連で採択 ２０１３年 日本が批准  

ソーシャルインクルージョンが基本理念  

 

     SDGｓ（国連が採択した持続可能な開発目標） 

       ２０１５年 国連で採択 

       「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の

実現」 

     

    ロンドンオリンピック・パラリンピックで基本理念に掲げる。 

 東京オリンピック・パラリンピックへ継承 

      ダイバーシティとインクルージョン 

 

    平成 30 年 12 月 東京都国立市でソーシャルインクルージョン推進条

例の成立 

 

 ４ ソーシャルインクルージョンを実現するためには 

（１）問題の発生のメカニズムから考える。 

    社会的排除・孤立 → 就労・教育等の機会の喪失 → 社会的排除・

孤立の促進    

 

（２）地域住民が自発的に参加し、具体的な活動・事業の機会が必要 

  仕事、教育、生活支援、余暇活動など多様 

 

５ これを実現するためには大きな障害がそびえる→「行政の壁・福祉の壁」 

（１） 行政の限界 

 業務が増大するが、職員、財源の制約 

 プライバシー問題 

    縦割り行政の打破が必要 

     福祉、保健医療、環境、教育、産業、労働等広い分野に及ぶ。 

      「福祉概念」を改める必要                
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（２） 中間組織の未成熟 

 町内会等の活動が衰退  

社会福祉法人は施設内の活動に留まる。 

 NPO 等住民組織は、財政難、専門職員の不足 

 ⇒ 21 世紀は、ソーシャルエコノミー分野がカギに 

    ヨーロッパ等で一定の社会的経済的存在に。法制度が整備 

 

６ 仕事の確保のために必要な第３の職場づくり 

（１） 一般企業、公的職場とともに第 3 の職場として社会的企業が登場 

 社会的な目的、ビジネス的な手法、住民参加 

 

（２）第 3 の職場の一つとして「ソーシャルファーム」の登場 

  ソーシャルファームは、1970 年代にイタリア・トリエステで誕生 

    精神科病院入院患者と住民が地域で就労する施設を設立 

     イタリア全土の精神科病院の廃止につなげる。 

    

（３）その後すべての障害者、長期失業者、DV 被害者、ホームレス、刑務所出

所者など一般の労働市場では就労することが困難な人を広く対象に 

  

   今日ではヨーロッパ全体で 1 万社以上設立 

イタリアのほかにドイツ、イギリス、フランス、オランダ、フィンランド、

スウエーデン、ポーランド、ギリシャ、リトアニアなどヨーロッパ全体の

ほかオーストラリア、韓国、南アフリカなどに広がる。 

 

（４）当事者の「働き方」が変わり、働き甲斐、誇り、自尊心を得、地域の一

員となってソーシャルインクルージョン(社会的包摂)の実現に大きな役割 

 

（５）ヨーロッパではソーシャルファームが中心的役割へ 

    福祉工場のモデルだったイギリス・レンプロイ工場の閉鎖は象徴的 

    オランダは 2014 年の法律により従来の福祉的就労施設の縮小へ     

 

（６）経済・社会の仕組みにおいて不可欠な存在へ 

    ＧDＰへの貢献 

    社会福祉の枠を超える。→ 福祉組織ではなく経営組織として活動 
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８ ソーシャルファームの要点 

（１） 労働市場で就労の機会を得ることが困難な者の働く場を創設し、ソーシ

ャルインクルージョンを実現する。 

 

 対象者として障害者、難病患者、高齢者、長期失業者、引きこもりの

者、ニート、母子家庭の母、養護施設退出者、ＤＶの被害者、刑務所出

所者、薬物依存症、ホームレスなどに及ぶ。 

   

（２）障害者等当事者と健常者が一緒に対等の関係で働く。 

    国よって当事者の割合について基準を定めている。 

      ソーシャルファーム・ヨーロッパ連盟（ＣＥＦＥＣ） 30％以上 

      ドイツ 最低 25％ 上限 50％ イギリス 25％以上  

      フィンランド 30％以上 

      

（３）給与、労働時間等の労働条件は、原則として一般の労働者と同一の基準     

が適用 

    障害者の場合は、障害程度に応じて助成金が支給される国が多い。 

 

（４）一般企業と同様のビジネス手法を基本とする。 

    一般市場で販売できる優れた商品・サービスの生産・提供 

     

（５）当事者の生活適応訓練機能や職業訓練機能を持つ。 

      

（６）業種として 

    リサイクル、リユース、レンタル、農業、清掃業、住宅修理、コンビ

ニ、レストラン、ケータリング、ホテル業、観光事業など多様 

            

９ 日本での状況 

（１） 2008 年に「ソーシャルファームジャパン」が発足し、日本において 2000

社のソーシャルファームの設立を目指す。 

  「ソーシャルファームジャパンサミット」を年に 1 回開催 

2014 年北海道新得町 2015 年大津市 2016 年つくば市 

2017 年横浜市 2019 年大阪市 2020 年鹿児島市  

2021 年東京都豊島区 2022 年 2 月 12 日福島県（オンライン） 

 

（２）2016 年 4 月 小池百合子衆議院議員（当時）の提案により超党派のソー
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シャルファーム推進議員連盟が発足 

      会長に小池百合子衆議院議員（当時）が就任。都知事へ転出後、 

現在は田村憲久元厚労大臣  

 

（３）2016 年 7 月都知事選挙で小池知事「ソーシャルファームの推進」を公約 

   2018 年 11 月 有識者検討会の発足 

   2019 年 12 月 条例制定 

                   

（４）各地で先進的なソーシャルファームの設立が進む。     

① 大阪市「緑の風西川」の鞄の製造 

北海道のエゾシカの皮の活用 

   材料の品質の優等性、高級製品の製造 

      「マタギプロジェクト」として 

          

② 栃木県小山市の「パステル」の桑プロジェクト 

 クッキー、パン、お茶など 

  知的障害者、農家、商工会議所、行政 

  28 年 9 月から養蚕業 

  

③ 埼玉県飯能市の「たんぽぽ」による自然農法等による野菜栽培      

    野菜の販路、 飯能市駅前の活性化 

     

④ 東京都多摩市の「多摩草むらの会」によるレストラン、シイタケ、 パ

ソコン教室など 

   500 名の精神障害者の就労 

 

（５）推進するための諸課題 

 法的制度、財政援助制度の整備     

競争力のある商品等の開発、生産方法 

   販売の促進       

    指導者の養成 

資金の確保 

企業、住民等から援  

 

    →東京都条例が大きな力に 

       現在 15 の認証ソーシャルファームが発足 



7 
 

 

10 ソーシャルインクルージョンには就労のほか地域での学び、遊び、生活支

援なども大切 

（１）貧困家庭の子どもに対する学習支援 

 済生会春日部市特養「彩光苑」が県立埼玉大学生の支援で 

 

（２）こども食堂 

   ビルゲイツ財団と済生会が足立区で子ども食堂 

  

（３）高齢者等の憩いの場 

    新潟県三条市・「済生会特養長和園」ＡＯＺＯＲＡカフェ 

 

（４）済生会ソーシャルインクルージョン推進計画を近く策定予定 

 全国で 1,561 事業の実施 

 今年度の「ジャパン SDGｓアワード」官房長官賞受賞 

 

11 ソーシャルファームは、人とまちを元気にし、経済、社会、行政を変革す

る。 

（１） 社会から排除・孤立する人の人権の尊重 ⇒ ダイバーシティの尊重 

    生きがいの感じる仕事の機会 

    就労による生活の安定 

     

（２）地域での人と人との結びつきの形成 ⇒ ソーシャルインクルージョン

の確立 

    孤独死、児童虐待など地域社会の困難な諸問題の解決に貢献 

  

（３）まちの活性化 

 住民活動の活性化 

 新しい地域産業の誕生  

    雇用等経済効果 

 

（４）ソーシャルエコノミーの発展 

 ＧＤＰへの寄与 

 営利企業の対抗勢力としての位置づけ 

 現在の資本主義の弊害の改善 

  →「新しい社会福祉国家」へ                        
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